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     討論点：なぜ東アジアに向かわざるを得ないのか？ 
     －財政再建と官製金融そして経済成長と人口問題－ 
2012年 5月 19日(土)15時  京都会場：京都大学法経総合研究棟８階リフレッシュルーム 















名称  京都大学東アジア経済研究センター・アジア中古車流通研究会 
目的  アジア各国における中古車流通の近代化と日系企業の現地進出支援のための情報交換 
開催  年 4回,京都大学吉田キャンパスおよび京都大学東京オフィスで開催｡ 
第四･土曜日の 13 時～17 時 30分を予定｡ 












主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター協力会 
 
2012 年 5 月 26 日(土) 13 時 
 
於 ： 京都大学法経総合研究棟地下 1 階 みずほホール 
 
司会 大阪商業大学総合経営学部 教授 孫 飛舟 






 京都大学東アジア経済研究センター長 塩地 洋     
 京都大学東アジア経済研究センター協力会副会長 大森 經徳     
１．報告          
 13:20-15:20 
 塩地 洋（京都大学大学院経済学研究科 教授） 
 中古車流通の発展度と情報の非対称性 
－中国の中古車流通の問題点と改革の方向の検討― 













                                                             小島正憲 
 
１．日本政府、メコン地域に対して 6000億円規模の支援 
Hor Namhong 外務大臣は４／２２、日本政府がメコン川周辺地域に対して、6000 億円規模の開発援助を約束した、
と述べた。そして副首相は 4 月 20、21 日に開催されたメコン−日本サミットにて開発援助が調印されたと述べた。そこ
では「Tokyo Strategy 2012」が採択され、協定にはインフラの向上、IT能力、貿易の安全が目的とされ、“発展は持続
しなければいけない”とも付け加えられた。Hun Sen 首相は正式に日本政府関係者を来年にカンボジアに招いた、と























カンボジアの外国直接投資は過去 10 年間、縫製業へと向けられてきた。そこで Cambodia’s Supreme National 













令書が発行されたと述べた。Chhouk Bandith氏は 2月 20日に 3人の女性に対して発砲した事件で告訴されており、




首都のPo Sen Chey区にある SHインターナショナルファクトリー社にてストライキを
行っている 700 人以上の労働者は、労働省より要求が過剰である為、ストライキを辞
めるように、と言及されたにも関わらず、ストライキを続けることを宣言した。 
SH社の自由労働組合の副会長である Lay Sokha氏は、「労働者達は交通費 10 ド
ルと家賃 10ドル、特別ボーナス 10ドル、そしてさらに給料を 70ドルまで引き上げるこ
とを要求している」と述べた。労務省労働争議オフィスの責任者 Va Yuvawathana 氏
は、「労働者に手を貸すことはしておらず、SH 社としては彼らの要求が過度のもので
あるとして意見がまとまっている」と述べ、また「 70 ドルまでの給料引き上げについては、会社が払うべき最低賃金は
61 ドルであるという法に則っていない。また特別ボーナスは 7 ドルとも記載がある」と話している。 
一方、首都Meanchey区の Ford Glory社で働くおよそ 100人の労働者にとっては良いニュースが伝えられた。彼ら
は朝の抗議活動のなかでタイヤを燃やしたが、それに対して会社側は今月上旬に組合のリーダーであった Muth 
Ravornさんを解雇したが、再度復職させることに関して同意をした。労働権組合連合会の会長 Sam Oeun氏によると、
会社はまた、労働者の皆勤ボーナスを 8 ドルから 10 ドルに上げることにも同意している。 
 
６．SH社工場のストライキは終わる気配なし 
首都の Por Sen Chey区にある SH社の社長が労働条件の向上を求める 700人以上の労働者との交渉を強く拒み
続け、昨日で 15 日目（４／２５現在）になる。垂れ幕や道路閉鎖、タイヤへの発火など、そういった行為が行われてい
















カンボジア労働組合連合の会長である Rong Chhun 氏は昨日「ストライキが起こっているのは雇用者が法を尊重し
ていないからであり、また、労働組合に対し差別をしているからである」と話した。 
カンボジア縫製製造業協会の事務局長 Ken Loo氏は、「Hun Sen首相は協会や商工会議所の要求に間接的に応
じているが、それ以上のことをする必要がある」、「我々はただ、治安の維持を警察に頼むだけだ。誰も逮捕する必要
はないが、閉鎖した工場のゲートは見たくない」と述べた。 
カンボジアアパレル労働者民主組合連盟(C.CAWDU)の会長 Ath Thorn氏の、「連盟は今年ストライキは 1 度しか


































９．River Rich Textile社は火事により 100万ドルの保険金を得た 
Asia Insurance (Cambodia) 社は、昨年 3月に火災で倉庫が焼けた縫製製造業者に 110万 US ドルを支払った。 
金曜日の記者会見で、A River Rich Textile社は会社の製品を保管しているカンダル州の倉庫が、電気ショートが原
因の火災によって焼け落ちたと話した。建物と、保管していた製品を合わせた総価値は 200 万ドル以上になると、工
場長の Sung Chung Man氏は述べ「10年前にこのビジネスを初めて以来、初めての事件です」と彼は話した。彼が経
営を始める際に営利保険の提供を申し出てきた保険会社は数社しかなかったために Asia Insurance (Cambodia) 社
を選んでいたが、それ以来 Asia Insurance (Cambodia) 社は会社にとって良い働きをしてくれている、と Sung Chung 
Man氏は述べた。General Insurance Association of Cambodia (GIAC)の公式データによると、総請求額が 178パーセ
ントの増加をしているのと同時に、カンボジアの 6つの保険会社の保険料収入は、前年比で 19パーセント増加してい




ポスト誌に話した。2011年 3月に June Textile工場で起こった火災では何百万ドルという被害を出したが、カンボジア




昨日、Banteay Meanchey州の 30人の村人がフン・セン首相の家に 10年にも及ぶ土地紛争についての嘆願書を
届けるために訪問した。 
代表の Keat Kith氏は「Banteay Meanchey州の事務所は、2002年より 50以上の家族から 113ヘクタールの土地
を搾取し、村人の承諾もなく土地関連の業者に安く売り払った」と述べた。Keat Kith氏は本件に関し、州の土地管理
責任者や Banteay Meanchey州副知事の Sar Chamrong氏を含むそれぞれの当局者を告発した。「彼らは村民の土
地を奪い取り、そして村民を脅し農業や植林の為に土地に立ち入ることを禁止した。それに加えて開発等の影響で
農地は壊滅させられた」と彼は述べた。 

















先週、やっと CSX（カンボジア証券取引所）が大幅に遅れながらも発足した。 しかし、どこから CSXの情報を得るこ
とが出来るのか、未だに情報が行き渡っていないのも事実だ。取引への第一歩は取引口座を金融機関で開設するこ
とだ。証券ブローカーにて取引の口座を開設し、ACLEDA, Bank for Investment and Development of Cambodia, 
Canadia のうち 1 つで口座を開設することである。CSX の興味と理解を開拓していく為に、CSX の証券取引を長期的




年の 27 億ドルから、32 億ドルとなった。しかし輸入に関しては、カンボジア国内での燃料関連の需要が高まり続けた
結果、 18億ドルとなり、加工済みの衣料、ゴム、米等の輸出に関しては 14億ドルの輸出となった。 
Supreme National Economic Councilの Mey Kalyanアドバイザーは、アメリカや欧州で起こった問題を指摘し、「カ
ンボジアは原材料を輸入する必要がある」と述べた。そして彼は「カンボジアは中国の様に、もっと多くの”お客様”を
見つける必要がある。また、国内の需要にマッチした、例えばセメントのような輸入も必要だ」。そして、カンボジア商
工会の Nguon Meng Tech 氏は、「カンボジアの精米産業がこの輸出入のギャップを埋める役割を担うかもしれない。
縫製業やゴム産業のような確立した部門へとなっていく」と述べた。 
 
１４．IMF : 幅広い税収が未来のカンボジアのキーとなる 








績がある」と Unteroberdoerster氏は述べた。「25億 US ドル、つまり GDPの 22パーセントという低い負債額は、西側
諸国の財政危機からする外的ショックや衣料品受注の減少に対し、緩衝物として働くだろう」、と彼は述べた。 































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 





5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
